
第１回  教採対策テスト（教育法規） 
                           平成 16年 4月 20日（火） 
【１】 次の文を読み、下記の問いに答えよ。 
  すべて国民は、法律の定めるところにより、その（ ① ）に応じて、ひとしく教

育を受ける権利を有する。 
  すべて国民は、法律の定めるところにより、その保護する子女に（ ② ）を受け

させる義務を負ふ。（ ③ ）はこれを無償とする。 
 
（１） 文中の（ ① ）に当てはまる語句を記せ。 
（２） 文中の（ ② ）および（ ③ ）に当てはまる語句を次のア~キより選べ。 
ア． 義務教育  イ．国民教育  ウ．普通教育  エ．学校教育 
オ．教育  カ．初等・中等教育  キ．公教育                 
                ②        ③  

（３） 上記の文はある法令の条文である。その名称を記せ。 
（４） 上記の条文に最も関係の深い条文を次のア～オより選べ。 
ア． 憲法第 20条  イ．教育基本法第 4条  ウ．教育基本法第５条 
エ．学校教育法第 11条  オ．学校教育法第 18条 

 
【２】 次の文のうち、正しいものには○、間違っているものには×をつけよ。 
１．小学校、中学校の児童・生徒に対して、原級留置の措置をとることはできない。 
２．学年は、第 1学期の始業式で始まり、最終学期の終業式で終わる。 
３．非常変災その他急迫の事情があるときには、校長は臨時に授業を行わないことが 
できる。その場合、公立学校では教育委員会にその旨を報告しなければならない。 

４．市町村の教育委員会は、性行不良であって、他の児童・生徒の教育に妨げがある 
と認める児童・生徒があるときは、その保護者に対して、児童・生徒の出席停止を

命ずることができる。 
５．公立学校の授業終始時刻は、同一市町村内ではすべて同じでなければならない。 
６．夏季、冬季、学年末等の休業日は、各学校の職員会議で決める。 

１    ２    ３    ４    ５    ６ 
 
【３】 教育委員会について次の文の（ ）に適する数字を入れよ。 
 ・教育委員会は（ ① ）人の委員をもって組織する。ただし、都道府県、若しくは

指定都市の教育委員会にあっては（ ② ）人の委員、町村の教育委員会にあって

は、（ ③ ）人の委員をもって組織することができる。 
 ・委員の任期は、（ ④ ）年とする。 



 ・教育委員会は、委員のうちから、委員長を選挙しなければならない。委員長の任期

は、（ ⑤ ）年とする。ただし、再選されることができる。 
①    ②    ③     ④    ⑤     

 
【４】 次の地方公務員法の条文中の（ ）に入る適語を選べ。 
（１）第 30条  すべて職員は、全体の奉仕者として（ ① ）のために勤務し、且

つ、職務の遂行に当つては、全力を挙げてこれに専念しなければならない。 
  ア．公共の利益  イ．主権者  ウ．国民の福祉  エ．国民の権利 
  オ．公共の福祉           
（２）第 33条  職員は、その職の信用を傷つけ、又は職員の職全体の（ ② ）と

なるような行為をしてはならない。 
  ア．不利益  イ．信用失墜  ウ．懲戒  エ．不名誉  オ．不見識 
                                      
（３）第 35条  職員は、法律又は条例に特別の定がある場合を除く外、その勤務時

間及び職務上の（ ③ ）のすべてをその職責遂行のために用い、当該地方公共団

体がなすべき責を有する職務にのみ従事しなければならない。 
  ア．公権力の行使  イ．権限  ウ．注意力  エ．実行力  オ．機能 
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